
 

【銀⾏参⼊問題】宅議連⼭本会⻑の質問主意書に岸⽥総理が答弁される 
 
6 ⽉ 29 ⽇(⽔)に⾏われた全政連の第 52 回年次⼤会の席上において、宅議連（⾃⺠党宅地
建物等対策議員連盟）の⼭本有⼆会⻑より銀⾏の不動産業参⼊問題について、⼭本会⻑⾃
ら政府に対して『銀⾏による不動産業務への進出に関する質問主意書』を提出し、岸⽥⽂
雄内閣総理⼤⾂名の『答弁書』を受け取った、との報告がありました。 
 
質問主意書では、銀⾏が不動産仲介業に参⼊することは過剰融資や抱き合わせ営業による
利益相反などのモラルハザードを発⽣させ、さらに優越的な地位の乱⽤につながると指摘
し、銀⾏が保有する不動産の賃貸⾃由化も認められるものではないとしています。 
 
これに対して答弁書は、銀⾏法の規定に基づき、銀⾏は宅建業を⾏うことはできないこ
と、銀⾏の健全性確保や利益相反が⽣じるおそれ等に留意する必要があるため不動産仲介
業への参⼊は直ちに認めることはできないことが明らかにされました。 
 
また、銀⾏の「保有不動産の賃貸⾃由化」は⾦融庁が定めた指針に基づき判断していくも
ので、銀⾏が無制限に賃貸業務を⾏えるものではないとしています。 
 
⼭本会⻑は「質問主意書への答弁書には閣議決定が必要で、この答弁書は政府全体に効果
が及ぶもの」と強く述べられました。 
 
 
質問主意書（写）及び答弁書(写)はつぎのとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 














